
所属

実施計画事業

普通

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 22 社会保障制度の円滑な運用

見直し実績 ハローワークの就労自立促進事業との連携を促進することにより、就労支援の効率化を目指した。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

（ニーズ）社会保障を必要とする人が増加傾向にある。

　　　　　　 就労意欲が低い。

（強　み）関係機関等と連携した取組みを行っている。

（弱　み）専門的な職員の育成に時間がかかる。

必要性

生活保護法による自立の助長を目的とし、厚生労働省により策定を義務付けられている就労支援促進計

画に基づいて実施している。

効率性

知識、経験、スキル等が必要であることから職員の育成に時間がかかるが、被保護者の個々の状況に対応す

る業務のため、就労に結び付く可能性がある。

方向性

今後も適正に事業を実施していくために、職員のスキル向上や就労支援の効率化を図るため、専門的な機

関であるハローワークとの連携を更に強化していく。　就労可能な被保護者に対して、就労への助言・指導等

の頻度を増やして就労意欲を高め、自立を支援する。

人件費 13,435,119 人件費 13,342,567

総額 17,933,119 総額 17,795,347

直接事業費 4,498,000 直接事業費 4,452,780

予定値 確定値

事務事業費決算額 4,452,780 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 1.65

活動指標
（活動指標１）就労相談支援件数

（活動指標２）就労件数

令和元年度実績： (1)106件 　 (2)33件

事業コスト計算

4,498,000事務事業費予算額 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 1.63

生活保護費受給者

成果指標
就労支援相談員指導による自立件数

令和元年度実績： 13件

生活保護を受給されている方の社会的自立の促進を目的とします。

実施形態 直営

事務事業内容

就労支援相談員を配置し、生活保護を受給されている方に対して就労支援及び指導を積極的に行うことに

より、自立の支援・促進を図ります。

事務事業目的

事務

事業

262201 生活保護受給者就労支援事業

事業区分 施策体系 262210 生活困窮者への自立支援

区分
必要性 効率性 普通

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 改良戦略 方向性（第二次）

令和元年度 事務事業評価表 福祉こども部　生活福祉課



所属

実施計画事業

非常に高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 22 社会保障制度の円滑な運用

見直し実績 引き続き社会情勢等の変化に注意しながら事業を実施している。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

（ニーズ）高齢化社会の進行や経済状況の不安定さから、社会保障を必要とする人が増加傾向にある。

（強み）社会保障に関するデータを多数保有し、有効に活用している。

必要性

国、県等が実施する事業と役割分担をしており、社会経済情勢の変化の中でも事業の意義は失われていな

いため、必要性は非常に高い。

効率性

低所得者が介護サービス等の利用を抑制しないことを目的とした助成事業であり、実施主体は妥当であり、

受益者負担や補助等の割合も適正である。

方向性

社会情勢等の変化に注意しながら継続実施する。

人件費 3,379,386 人件費 3,719,746

総額 97,339,386 総額 92,553,587

直接事業費 93,960,000 直接事業費 88,833,841

予定値 確定値

事務事業費決算額 88,833,841 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 0.46

活動指標

（活動指標１）助成金（低所得者分）

（活動指標２）助成金（心身障害者分）

（活動指標３）助成金（社会福祉法人分）
令和元年度実績： 93,960,000円

事業コスト計算

93,960,000事務事業費予算額 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 0.41

介護サービス利用者等

成果指標
要介護（支援）認定者のサービス利用率

令和元年度実績： 88,833,841円

要支援・要介護認定者が介護サービスを利用した際に支払う1割の自己負担額に対し助成金を交付するこ

とで、経済的理由から自らサービス利用を制限することのないよう、経済的負担の軽減を図ります。

実施形態 補助

事務事業内容

介護保険サービスを必要とする方が、必要なサービスを適切に受けられるよう、①介護・支援サービス利用者

負担助成金交付事業（低所得者）②社会福祉法人減免助成金交付事業（該当社会福祉法人）③

心身障害者介護サービス利用者負担助成金交付事業④障害者訪問介護利用料負担金助成事業を実

施します。

事務事業目的

事務

事業

262211 介護保険自己負担額等助成事業

事業区分 施策体系 262230 介護保険制度の円滑な運営

区分
必要性 効率性 高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 強化戦略 方向性（第二次）

令和元年度 事務事業評価表 長寿健康部　長寿安心課


